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コンテンツツーリズムの捉えなおしと
取り組み拡大へ向けた課題
株式会社 野村総合研究所　
コンサルティング事業本部社会システムコンサルティング部
コンサルタント　柴田  晴香

1	 はじめに

　2023 年時点、コロナ禍で低迷していたインバウ

ンド需要はおおむね 2019 年の水準まで回復してい

る。観光庁が毎年度実施している訪日外国人消費動

向調査の結果からは、アニメ・ゲーム・漫画といっ

た「コンテンツ」が日本の重要な観光資源となって

いる様子がうかがえる。コロナ前の 2019 年に実施

された調査の結果では、訪日外国人が日本を訪れる

前に最も期待していたこととして、「日本食を食べ

ること」「自然・景勝地観光」「ショッピング」に続

いて「テーマパーク」へ行くことが高い割合を示し

ている。また、実際に滞在中にしたことについて項

目別の実施率を確認したところ、アンケートに回答

した訪日外国人の 20.7% が「テーマパーク」を訪れ、

13.5% が「日本のポップカルチャーを楽しむ」こ

とを行い、4.6％が「映画・アニメ縁（ゆかり）の

地を訪問」したという（図表１）。

アニメ・漫画は日本で発展してきた文化の一つで

あり、数多くの作品が世界中で翻訳され、親しまれ

ている。また、任天堂に代表されるゲーム会社から

もスーパーマリオブラザーズ等の人気キャラクター

が数多く誕生してきた。近年では、Netflix 等の動

画ストリーミングサービスや SNS の普及を背景に、

国内のアニメ産業における動画配信売り上げは 10

年間で約 10 倍にまで拡大し※ 1、海外におけるアニ

メ関連消費は国内のアニメ市場をしのぐ勢いで拡大

傾向にある等、日本のコンテンツは世界の人々へ届

けられている。日本のファンにとってはもちろん、

政府が 2030 年に 6,000 万人の来訪を目標として

掲げる訪日外国人旅行者にとっても、コンテンツを

軸に旅を楽しむスタイルは継続するだろう。

「映画・アニメ縁の地を訪問」する動きは「聖地

巡礼」と呼ばれ、また、映画・アニメ・漫画等の舞

台となった地や、作者・出演者等のゆかりの地を「聖

地」として訪れる旅を指す。コンテンツ（コンテン

ツの版権管理を行う主体であるライセンサー）と地

域が協力して「聖地」化を進め、旅行者の誘致に取

り組んだ事例としては、2007 年より放送が開始さ

れたテレビアニメ『らき☆すた』と埼玉県久喜市の

連携や、2016 年よりテレビアニメ 1 期が放送され

た『ラブライブ！サンシャイン !! 』と静岡県沼津

市の連携などが代表的な例である。後者の事例は、

街を挙げて聖地巡礼に取り組み多くのリピーターを

獲得しているのみならず、聖地巡礼がきっかけとな

り移住する人まで現れていることでアニメファンの

間では有名である。聖地巡礼の特徴としては、実際

に存在する場所が作品の背景として登場しているた

め、熱狂的なファンにとっては訪問前からその土地

に対して魅力を感じる・高い愛着を持っていること

が挙げられる。また、景勝地や歴史・文化的背景を

有する地域でなくとも、作品をきっかけに地元の

人々の日常生活、風景が観光資源になるという点も

※ 1　日本動画協会「アニメ産業レポート
2022」
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大きな特徴である。多くのファンがその地域を訪れ

るとともに、地域内での消費活動も盛んに行われ、

地域経済に大きな効果をもたらす成功事例がある一

方で、多くの地域では「聖地」への誘客を地域内の

他の観光資源への誘導や消費活動へつなげることに

苦慮している。

　本稿では、アニメ・映画等の映像作品や漫画・ゲー

ムといったコンテンツを活用した誘客に取り組む地

域の事例から、取り組みにおける課題を把握し、地

域・コンテンツ・ファンの三方良しが実現されるよ

うなコンテンツツーリズムの在り方と今後の展望に

ついて論じたい。

2	 コンテンツツーリズムの捉えなおし

1）	 従来の取り組み

　コンテンツをきっかけに旅する行動自体は、例え

ば 1969 年に第 1 作が公開された映画『男はつらい

よ』に登場するロケ地をファンが訪れる等、以前か

ら存在するものであったが、特に 2000 年代ごろか

ら新たな観光形態として認知され始めた。「コンテ

ンツツーリズム」という言葉自体は、2005 年に国

土交通省・経済産業省・文化庁によって定義された

和製英語であり、当時の定義は以下であった。

　“地域に関わるコンテンツ（映画、テレビドラマ、

小説、まんが、ゲームなど）を活用して、観光と関

連産業の振興を図ることを意図したツーリズムを

「コンテンツツーリズム」と呼ぶことにしたい”※2

　また、このころより映画やテレビドラマなど撮影

地の手配に協力する公的組織である「フィルムコ

ミッション」が設立され始める。作品のファンが地

域を訪れ、大きな経済効果をもたらすことが一般に

認識されてきた現在では、その数は約 400 団体に

まで増加している。作品制作の段階から旅行者の誘

客を見込み、各地のフィルムコミッションがロケ誘

致を競っている状態である。

　コンテンツツーリズムに関連する政府の施策とし

ては、2016 ～ 20 年度まで実施されていた「テー

マ別観光による地方誘客事業」が挙げられる。「ロ

ケツーリズム」（2016 ～ 18 年度）と「アニメツー

リズム」（2017 ～ 19 年度）をテーマとして取り上げ、

  図表 1	 訪日外国人が実施したことと次回したいこと（全国籍・地域・複数回答）

  出所）観光庁「訪日外国人の消費動向　2019 年年次報告書」

※ 2　https://www.mlit.go.jp/
kokudokeikaku/souhatu/
h16seika/12eizou/12_3.pdf

https://www.mlit.go.jp/kokudokeikaku/souhatu/h16seika/12eizou/12_3.pdf
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実証事業を実施した（図表２）。

　それぞれの取り組みは「ロケツーリズム協議会」

「アニメツーリズム協会」によって推進され、各団

体は現在、本事業の経験を生かしコンテンツを活用

した誘客を目指す地域の支援を行っている。

　ロケツーリズム協議会はロケ誘致にとどまらない

ロケツーリズムの取り組みを推進するべく、東宝や

TBS といった映像制作団体と複数の地方自治体や

フィルムコミッションが参加する無報酬での研究会

であったが、2019 年に一般社団法人化している。

会員である地方自治体や企業より年会費・受講料を

徴収しながら、ロケツーリズム推進へ向けたアドバ

イスや業界人材と地域とのマッチングなどのサポー

トを行っている※3。

　また、一般社団法人アニメツーリズム協会は

KADOKAWA や JTB などが中心となり 2016 年に設

立された。国内だけでなく外国人旅行者を対象にし、

オールジャパン体制で地域・企業・コンテンツホル

ダーに新たな経済効果をもたらすことを目指してい

る。毎年度、国内外のファン投票と関係事業者との

協議を踏まえ、「アニメ聖地」を 88 カ所選定・発信

しているほか、会員企業・団体が行うアニメツーリ

ズム企画へのサポートも実施している。会員の種別

には大きく 2 種類あり、JTB・日本航空といった観

光事業者を中心とする企業会員と、聖地を有する地

方自治体や観光協会等の地方自治体等会員である。

アニメツーリズム協会は地域や企業・コンテンツ・

ファンの橋渡し役となり、商品・サービス・イベン

トの創出を支援している。また、コンテンツ活用の

大きな課題となるライセンス契約を円滑に進めるよ

うな支援として、契約書のひな型を作成するなども

行っている。

　直近では、内閣府知的財産戦略推進事務局「知的

財産推進計画 2023」※ 4 において、映画やアニメ等

のロケ地や舞台は国内外の観光需要を喚起する重要

な拠点であるとし、ロケツーリズムの推進に官民一

体となって取り組みを進めることが重点事項として

述べられている。また、2023 年 3 月に閣議決定さ

れた「観光立国推進基本計画」ではインバウンド回復

戦略の施策として消費拡大に効果の高いコンテンツ

  図表 2	 観光庁「テーマ別観光による地方誘客事業」における「アニメツーリズム」「ロケツーリズム」の取り組み内容

  出所）観光庁「テーマ別観光による地方誘客事業＜取組事例集＞」2021 年 3 月より NRI 作成

※ 3　https://locatourism.com/about/
※ 4　https://www.kantei.go.jp/jp/
singi/titeki2/kettei/chizaikeikaku_
kouteihyo2023.pdf

https://locatourism.com/about/
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/kettei/chizaikeikaku_kouteihyo2023.pdf
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の整備を行うとしており、具体的にはメディア芸術の

振興やロケツーリズムの推進等が掲げられている※5。

2）	 コンテンツツーリズムの捉えなおし

　2005 年に「コンテンツツーリズム」という言葉

の定義が示されて以降、「アニメツーリズム」「ロケ

ツーリズム」が推進され、今後も取り組みを進める

方針が示されていることから、政府は日本のコンテ

ンツを重要な観光資源であると認識していることが

理解できる。その一方で、コンテンツツーリズム≒

「聖地」（作品の舞台となった地・作者にゆかりのあ

る地等）を訪れること、であると認識されていると

も理解できる。

　コンテンツのファンにとって、実際に作品の舞台

となっていることや、作者ゆかりの地であることだ

けがその地を訪れる理由になるわけではない。例え

ば、2023 年に開催された『ポケモン』のゲームや

カードで対戦する世界大会、「ポケモンワールドチャ

ンピオンシップス 2023」では、多くの大会参加者

が世界中から会場となったパシフィコ横浜へ訪れ

た。大会の規模自体も大きいものであったが、横浜

市ではシティープロモーションの一環として、大会

参加者・観覧者以外のポケモンファンを横浜へ誘客

すべく、さまざまな施策を官民共同で実施した。大

会開催期間限定で、みなとみらい 21 地区全体に『ポ

ケモン』とコラボレーションした装飾が施されたり、

ショーやパレードといった各種イベントも開催され

たりして、非常に多くのポケモンファンが足を運んだ。

　訪日外国人、あるいは日本の地方部に住む人に

とっては、キャラクターをコンセプトにしたショッ

プやコラボカフェへ行くことが旅行の大きな目的に

なっている場合もあるだろう。また、冒頭でも触れ

た通り、訪日外国人にとって来日の大きな目的とも

なっているテーマパークへ行くことも、コンテンツ

ツーリズムであるといえる。このように、コンテン

ツツーリズムを現状の認識よりも広い範囲で捉えな

おす、すなわち、作品の舞台・作者ゆかりの地を訪

れること以外にもファンにとって旅の目的となり得

るコンテンツが存在することを意識し、地域の誘客

へ活用することで、「聖地」という偶然の産物を手

にしていない自治体においてもコンテンツをフック

とした地域活性化が可能になるのではないだろう

か。

3	 コンテンツツーリズムの分類

　第 2 章で捉えなおしたコンテンツツーリズムを考

えると、「地域とコンテンツの世界観の関連性」と「取

り組み範囲」で分類することができると考える（図

表３）。地域とコンテンツの世界観に関連性がある

場合には、既に誘客に活用できる観光資源が地域内

に存在しており、その資源を活用・発展させること

が取り組みの前提となる。一方で、地域とコンテン

ツの世界観に関連性がない場合には、コンテンツの

世界観を空間ごと再現してしまうテーマパークのよ

うな施設開発や、「作者の出身地である」「街のイメー

ジと合致している」といったようにコンテンツと地

域の関連する要素を掛け合わせた企画を行うことに

なる。「聖地巡礼」には作者ゆかりの地を訪れるこ

とも含まれているが、その情報だけでは地域を訪れ

る理由にはならず、ファンが訪れたくなる場所を一

から創り出す必要がある。また、コンテンツにより

誘客を促す地域の範囲については、ある地点・地域

での取り組みと、一つのコンテンツを軸に各地への

誘客を促す取り組みとに分類することができる。こ

の章では、それぞれの具体的な事例を確認する。

※ 5　https://www.mlit.go.jp/
common/001299664.pdf

https://www.mlit.go.jp/common/001299664.pdf
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①	 関連性あり×特定地域

　作品の舞台となった地を訪問する、いわゆる聖地

巡礼はこのタイプに分類することができる。先駆的

事例は、世の中で聖地巡礼が注目されるきっかけに

なった久喜市とアニメ『らき☆すた』の取り組みで

ある。日本政策投資銀行の調査によると、2007 年

のテレビ放送開始後 10 年間で地域にもたらされた

直接経済効果は、20 億円にのぼると試算されてい

る※6。また、実写作品の舞台へ訪れる聖地巡礼とし

ては、NHK の大河ドラマや連続テレビ小説（朝ドラ）

のロケ地へは毎年多くの人が足を運んでいる。作品

の放映開始前から撮影が始まるため、ロケ地では事

前からプロモーション活動を行い、作品について学

べる「大河ドラマ館」を期間限定で整備するなど、

コンテンツを生かした誘客に取り組んでいる。

②	 関連性あり×複数地域

　ある特定の地域のみならず、複数地域にまたがり

周遊を促進する事例もある。代表的なコンテンツは、

『艦これ』と『刀剣乱舞』だろう。『艦これ』は、か

つて存在した艦艇の名前を持った少女たちを育成す

るシミュレーションゲーム、『刀剣乱舞』は、実在

している・あるいは実在していた日本の名刀を擬人

化したキャラクター「刀剣男士 ｣ を収集・育成して

敵との戦いに挑むゲームである。どちらのコンテン

ツも日本各地ゆかりの艦艇・刀をテーマにしたキャ

ラクターが登場するため、自分の推しキャラクター

ゆかりの地はもちろんのこと、その他の地へも足を

運ぶきっかけとなっている。各地でコラボグッズの

販売や数万人規模のイベント・展示会が開催されて

いる。直近では、2023 年 7 月に栃木県足利市と足

利市民文化財団が『刀剣乱舞』のキャラクターのモ

チーフとなった刀剣「山姥切国広」を 3 億円で取得

する方針を発表し、注目を集めた。足利市立美術館

では、2017 年と 2022 年の 2 回にわたってこの刀

を展示したところ、ファンを中心に計 6 万 3,000

人の入館者を記録し、市の試算によると企画展の経

済波及効果は計 9 億円であったという。刀剣の所有

者は、「山姥切国広」が足利で保管され多くの人々

に見てもらうことが刀にとって一番良いとの考えか

ら、市へ譲渡する意向を提示した。3 億円のうち 1

※ 6　https://www.dbj.jp/topics/
region/industry/files/0000027774_
file2.pdf

  図表 3	 コンテンツツーリズムの４分類

  出所）	NRI 作成

https://www.dbj.jp/topics/region/industry/files/0000027774_file2.pdf
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億円はクラウドファンディングの活用による調達を

目指し、最終的には 4,614 人から 1 億 2,500 万円

を超える寄付金を集めることに成功している。これ

だけの入館者数や寄付金が集まり、行政も動いた背

景には、長年にわたって『刀剣乱舞』が複数の地域

を盛り上げてきた実績があるだろう。

③	 関連性なし×特定地域

　この分類には、地域と作品の世界観とは関連性が

なく、新たに観光コンテンツの企画や投資を行う必

要がある地域、例えば、作者ゆかりの地などが含ま

れる。鳥取県境港市の場合には、漫画『ゲゲゲの鬼

太郎』の作者である水木しげるの出身地であること

から、「水木しげる記念館」という滞在可能な施設や、

キャラクターの銅像を多数設置した「水木しげる

ロード」へ投資・開発することにより誘客を実現し

ている。特徴的な事例としては、相模原市と『アイ

ドルマスター ミリオンライブ！』（以下、『アイマ

ス』）とのコラボ企画が挙げられる。『アイマス』は

プロデューサーとしてアイドルを育成するゲームで

あり、これまでに 300 人以上のアイドルキャラク

ターが誕生している。そのアイドルたちが数人ずつ

で活動するコンテンツもあり、相模原市は太陽、月、

星にちなんだ 3 チームのアイドルとのコラボを実

施。作品と相模原市は関係性がないものの、「宇宙

を身近に感じられるまち さがみはら」を掲げる相

模原市の取り組み認知度向上を図るためであった。

④	 関連性なし×複数地域

　地域とコンテンツの世界観に関連はないものの各

地でコンテンツの活用がなされている事例につい

ては、Nintendo TOKYO/OSAKA/KYOTO や JUMP 

SHOP 等のコンテンツをテーマにしたグッズショッ

プ等が当てはまる。また、キャラクターとのコラボ

カフェやコンテンツ関連の展覧会が巡回したりする

場合もこのパターンに当てはまるだろう。自治体と

連携した取り組みとしては、東京ディズニーリゾー

トを運営するオリエンタルランドが各地のお祭りな

どのイベント時にミッキーマウスらのミニパレー

ドを出張開催している事例や、ポケモンローカル

Acts の取り組みが挙げられる。『ポケモン』では現

在、全国に「ポケふた」と呼ばれるオリジナルマン

ホールふたを設置するなどし、積極的に自治体との

連携を進めている。ポケモンローカル Acts は、全

国の都道府県庁と連携を進め、香川県であれば名産

の「うどん」と語呂の近い「ヤドン」など、都道府

県ごとに「推しポケモン」を選定し、グッズやグリー

ティング等を実施することで各地の魅力を国内外に

発信する活動（Acts）を行い、地域と『ポケモン』、

それぞれのファンが増えることを目指した取り組み

である。公式 HP から地方自治体がポケモンへ申請

を行い、調整を進める流れとなっており、取り組み

にあたってのキャラクター使用料は無償となってい

る。オリエンタルランド・ポケモンにとっては直接

的な収益は見込めないものの、通常のファン以外の

幅広い層に対しても接点・発信力を持つ自治体と連

携することで、そのプロモーション効果を期待して

いるものと想定される。

4	 コンテンツツーリズムの課題

　コンテンツツーリズムを広義に捉えなおすこと

で、いわゆる「聖地」以外でも、その地を訪れたく

なる・消費したくなるような「コト」を創ることが

できれば、コンテンツを活用した地域への誘客は可

能である。その一方で、現状ではせっかく作品の「聖

地」となった地域であっても、ファンの消費機会創

出に至っていない、あるいは、ファンが消費したい



7

Vol.246
January 2024

と思える「コト」を創出できていない地域も多く見

られる（図表４）。

　「誘客にとどまらず地域内に消費機会を創出する」

というのは多くの地域において既に意識されている

点だろう。では、なぜそれが難しいのか、「聖地」

を有していない地域を含め、コンテンツツーリズム

に取り組む上での課題について整理する。

ステップ1　地域資源の発掘

　まず、どのような地域資源とコンテンツとを掛け

合わせることができるかについて検討する必要があ

る。特に聖地を持たない自治体の場合は、最初のきっ

かけをつくることが難しい。新たに地域とコンテン

ツの関連性を見いだす必要があるほか、実際に事業

を推進できる主体（自治体観光課や商工会など）が

着想を得られるかどうかも重要だ。アイデアが浮か

んだとしても、コンテンツとの従来の関係性がなく、

取り組み意欲や温度感が不明、アプローチ方法が分

からないという課題もある。

　コンテンツツーリズムに取り組むきっかけづくり

については、国内の DMO※ 7 や観光事業者とコンテ

ンツとのマッチングの場等があれば、より多くの発

想が生まれるのではないだろうか。また、コンテン

ツ側もグッズメーカー等に限らず、自治体や地域の

商工会等との連携を幅広く受け付けることで、新た

なビジネスチャンス創出の可能性をつかむことがで

きるだろう。先述の『アイマス』や『ポケモン』の

事例では、コンテンツ側が積極的に自社キャラク

ターとのコラボに関する提案を募集しており、申し

込みフォームも非常に分かりやすいものになっている。

ステップ2　推進主体決定・構想策定

　実際に取り組みを進めるとなった場合には、商工

会や DMO など地域事業者を巻き込んだ会議体を設

置し、推進主体やおのおのの役割を決定することが

  図表 4	 コンテンツツーリズムにおける資金の流れ

  出所）	NRI 作成

※ 7　Destinat ion Management/
Marketing Organization（観光地域づく
り法人）の略。地域の「稼ぐ力」を引き
出すとともに地域への誇りと愛着を醸成
する地域経営の視点に立った観光地域づ
くりの司令塔として、多様な関係者と協同
しながら、明確なコンセプトに基づいた
観光地域づくりを実現するための戦略を
策定するとともに、戦略を着実に実施す
るための調整機能を備えた法人　出所）
観光庁
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必要である。自治体の観光やシティープロモーショ

ンの担当課による取り組みも行われているが、多く

の場合はリソースに限界があり、取り組み範囲・地

域内の消費額が伸びづらい。

　また、将来的にどのような地域の絵姿をコンテン

ツと共に目指すのかという検討も必要となる。将来

のビジョンを描いた上で取り組みを開始すること

で、場当たり的に観光マップ作成やプロモーション

を行うのではなく、その後の取り組みを見据えたス

キーム検討や効果検証を行うことができる。もちろ

んコンテンツ側にとっても、さまざまな調整コスト

をかけて取り組むメリットを感じられる内容でなく

てはならない。

　将来的に地域全体を巻き込んだ取り組みへの発展

を目指すのであれば、官民連携での推進体制と構想

策定は必要不可欠であると考えるが、これらのノウ

ハウを有する事業者がいない、取り組みへの巻き込

みが難しい地域が大半であろう。観光庁・文化庁な

どは、専門人材派遣・モデル事業の実施といった、

地域伴走型の支援を行い、日本の文化である漫画・

アニメ等を活用した誘客に取り組む地域を育てるこ

とも必要ではないだろうか。

ステップ3　取り組み実施

　方向性を決定した後には実際に取り組みを推進す

ることとなるが、この段階で発生するライセンス契

約の調整こそが、コンテンツツーリズムに取り組む

自治体・事業者にとって最も大きな課題であろう。

コンテンツを活用して何か事業を行う際には、商品

や企画ごとにその都度ライセンス契約を締結するこ

とが必要となる。しかし、地域の個人商店などがコ

ンテンツのライセンサーと契約を交わすことは費

用・内容の面から非常に負担が大きい。例えばグッ

ズなどであれば数 %、高い場合には 15% 程度の著

作権利用料を売り上げに応じて支払うほか、調整に

かかるコスト等としてミニマムフィーを数十万～数

百万円支払う必要がある。この金額はコンテンツ側

の意向に大きく左右されるため、地域でのプロモー

ションを行うことに積極的な場合には費用が大幅に

削減される場合もあるが、いずれにせよ一つ一つの

商品について契約内容の調整が必要となる。また、

コンテンツ側は費用対効果に加え、世界観との整合

性を重視する。例えば、「このキャラクターの性格

ならこのような言動は取らないはずだ」と判断した

内容であれば、収益に貢献するとしても契約を締結

することはできない。コンテンツとのコラボに不慣

れな地域の事業者にとっては、取り組みのハードル

が高いといえる。

　将来的に地域全体の取り組みへの拡大を目指す場

合には、このようにライセンス契約が大きな課題と

なることを見越し、ステップ２の構想策定段階で地

域事業者がスムーズに契約を締結できるスキームを

構築しておくことが重要となる。成功事例とされる

ようないくつかの自治体では、ライセンサーとの著

作権交渉を一括して引き受ける窓口を、市役所や商

工会が設けている。これにより、地域の事業者が商

品を提供するハードルは大幅に下がるとともに、窓

口側にも対応ノウハウが蓄積され、コンテンツとの

信頼関係を築くこともできる。

　また、地域事業者にとってはライセンス契約に加

え、各種規制への対応も大きな課題となる。パネル

設置の際には道路法や屋外広告物法等の規制への対

応、大規模になると警察との連携も必要だ。自治体

においてはそれらを見越し、各関係課や地域ステー

クホルダーとの調整を担う担当者・部署を明確化し

ておくことが重要と考える。

　今後、域内での消費機会を創出・獲得できるよう

なコンテンツツーリズムをさまざまな地域が推進す
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るためには、関係省庁がこうした課題への解決策を

ノウハウとして把握するとともに、ガイドブック等

での情報発信を行うことも有効だろう。

ステップ4　取り組み拡大・リピーター獲得

　観光マップの作成等、最初の取り組みに成功して

も、その後アイデアを継続的に創出するには自治体

職員や地域事業者の企画力が求められる。コンテン

ツツーリズムにおいてはコンテンツ自体の人気度・

注目度が集客力に直結するため、ファンがリピート

したくなるような新しい体験・イベントを定期的に

創出する工夫が必要である。地域内の関係者が皆作

品の熱狂的なファンというわけではなく、取り組み

を継続・発展させることは難しい。また、一度訪れ

た人へコンテンツとは関係なくその地域の魅力を伝

え、また来たいと感じさせることも課題となる。ス

タンプラリー等を実施する際の動線に地域の魅力を

伝えるコンテンツを組み込むなど、取り組み全体を

推進する主体がこのような視点を持って検討を進め

ることが重要であるほか、一つのコンテンツとコラ

ボしたノウハウを新たな地域資源やコンテンツの活

用へと横展開し、継続的に誘客に取り組むことも有

効だろう。

　ファンが求める体験は、ファンが最もよく理解し

ていると考えられるため、その意見を積極的に取り

入れるような、地域とファンとのインタラクティブ

な関係性づくりも重要ではないだろうか。例えばカ

メイアリーナ仙台（仙台市体育館）では、人気漫画『ハ

イキュー ‼』の作品に出てくる体育館を地元ボラン

ティアがガイドする施設見学ツアーが人気となって

いる。日ごろは入れない場所へ立ち入ることが可能

という点も魅力だが、作品のファンである人がガイ

ドする場合も多く、その心配りが人気の理由となっ

ている。自主的に写真撮影グッズや登場人物の持ち

物を再現したセットを用意する等、ファンの心に刺さ

る芸の細かさや熱量が、参加者の感動を創出している。

  図表 5	 取り組み主体ごとの課題と政策的支援の方向性

  出所）	NRI 作成
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5	 おわりに

　ここまで、地域とコンテンツが連携した取り組み

とその課題を見てきたが、「聖地」であるか否かに

関わらず、地域の持てる資源とコンテンツを掛け合

わせることで商機を見いだすことができれば、ファ

ンにとっては新たな体験や楽しみを得ることがで

き、結果としてうまく地域やコンテンツまで資金が

流れる状態を生み出せるのではないだろうか。コン

テンツツーリズムを目的に地域へ訪れるファンは作

品のコアなファンが多く、魅力的なグッズや体験が

あれば通常の旅行者に比べて地域での消費単価が高

いことに加え、観光スポットではなかった場所が旅

の目的地になる場合もあり、観光立国推進基本計画

で示されている地方部への誘客や消費額引き上げに

もつながるだろう。

　また今後は、デジタル技術のさらなる活用も期

待される。現在はスタンプラリー、AR コンテンツ

の提供などスマホアプリを通じた体験が中心となっ

ているが、今後はリアルならではの身体体験や没入

感を伴う体験価値の創出や、NFT※ 8 の活用による

収益化等も想定される。デジタル技術を活用したエ

ンタメ体験はコンテンツを変えることで新しい体験

を提供することができ、リピーター獲得に有効だ。

アート集団チームラボが提供するデジタルアートの

ミュージアムや、ユニバーサル・スタジオ・ジャパ

ンにおける期間限定の VR アトラクション等が代表

例である。2024 年秋にはソニーグループがアニメ

『鬼滅の刃』などのコンテンツを体験できる施設を

開業予定など、大規模エンタメ施設以外においても

観光コンテンツとしてのデジタル技術活用が想定さ

れるとともに、最新技術開発・活用を促進する施策

も求められるのではないだろうか。

　コンテンツは日本にとって重要な観光資源である

が、そのコンテンツが今後も創出され続けるために

は、クリエーターが生み出したコンテンツの価値を

最大限高め、資金の流れを生み出すことが必要であ

る。だが、コンテンツの価値は、作り手の努力とそ

れに惜しみない賛辞を贈るファンによってもたらさ

れる。コンテンツを単なる消費額向上のためのツー

ルとしてみなすだけでは、この価値の恩恵にあずか

ることは難しく、両者への敬意を持ってコンテンツ

の世界観を共創していくことが重要である。自治体

をはじめとした地域のステークホルダーや関係省庁

がコンテンツの魅力と共創の意義を理解した取り組

みを拡大することで、観光立国の推進と共にコンテ

ンツ産業の活性化にもつながることを願う。

※ 8　Non Fungible Token（非代替性トー
クン）の略称。「偽造・改ざん不能のデジ
タルデータ」であり、ブロックチェーン上で、
デジタルデータに唯一性を付与して真贋性
を担保する機能や、取引履歴を追跡でき
る機能をもつ　出所）経済産業省
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